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第23回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

会社の新株予約権等に関する事項

業務の適正を確保するための
体制及び当該体制の運用状況

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

株式会社カカクコム

法令及び当社定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブ
サイト（https://corporate.kakaku.com/ir）に掲載することにより
株主の皆様に提供しております。

表紙



2020/05/22 10:43:51 / 19596296_株式会社カカクコム_招集通知（Ｆ）

会社の新株予約権等に関する事項
⑴　当事業年度の末日に当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況
第８回新株予約権（2016年６月23日開催の定時株主総会決議に基づく2016年８月17日開催
の取締役会決議によるもの）
・新株予約権の払込金額

１個当たり　　167,000円（１株当たり1,670円）
・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１個当たり　　100円（１株当たり１円）
・新株予約権を行使することができる期間

2016年９月２日から2046年９月１日まで
・当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の数 保有者数

取 締 役 （ 社 外 取 締 役 を 除 く ) 180個 18,000株 ４名

第９回新株予約権（2012年６月26日開催の定時株主総会決議に基づく2016年８月17日開催
の取締役会決議によるもの）
・新株予約権の払込金額

新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しない。
・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１個当たり　　185,400円（１株当たり1,854円）
・新株予約権を行使することができる期間

2018年９月３日から2021年９月２日まで
・当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の数 保有者数

取 締 役 （ 社 外 取 締 役 を 除 く ) 115個 11,500株 ２名

－ 1 －
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第10回新株予約権（2016年６月23日開催の定時株主総会決議に基づく2017年７月19日開催
の取締役会決議によるもの）
・新株予約権の払込金額

１個当たり　　131,900円（１株当たり1,319円）
・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１個当たり　　100円（１株当たり１円）
・新株予約権を行使することができる期間

2017年８月４日から2047年８月３日まで
・当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の数 保有者数

取 締 役 （ 社 外 取 締 役 を 除 く ) 213個 21,300株 ３名

第11回新株予約権（2016年６月23日開催の定時株主総会決議に基づく2018年８月15日開催
の取締役会決議によるもの）
・新株予約権の払込金額

１個当たり　　192,600円（１株当たり1,926円）
・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１個当たり　　100円（１株当たり１円）
・新株予約権を行使することができる期間

2018年９月４日から2048年９月３日まで
・当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の数 保有者数

取 締 役 （ 社 外 取 締 役 を 除 く ) 196個 19,600株 ３名

－ 2 －

会社の新株予約権等に関する事項



2020/05/22 10:43:51 / 19596296_株式会社カカクコム_招集通知（Ｆ）

第12回新株予約権（2018年９月19日開催の取締役会決議によるもの）
・新株予約権の払込金額

１個当たり　　211,600円（１株当たり2,116円）
・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１個当たり　　100円（１株当たり１円）
・新株予約権を行使することができる期間

2020年10月20日から2023年10月19日まで
・当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の数 保有者数

取 締 役 （ 社 外 取 締 役 を 除 く ) 60個 6,000株 １名

第13回新株予約権（2019年６月18日開催の定時株主総会決議に基づく2019年７月17日開催
の取締役会決議によるもの）
・新株予約権の払込金額

１個当たり　　231,600円（１株当たり2,316円）
・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１個当たり　　100円（１株当たり１円）
・新株予約権を行使することができる期間

2019年８月５日から2049年８月４日まで
・当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的となる株式の数 保有者数

取 締 役 （ 社 外 取 締 役 を 除 く ) 259個 25,900株 ４名

(2)　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

－ 3 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制
①　取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

イ．当社は、適正かつ健全な経営を実現するべく、取締役・使用人が国内外の法令、社内規程、
社会規範・倫理等のルールを遵守した行動をとるためのコンプライアンス体制を確立する。
また、その徹底を図るため、経営管理本部においてコンプライアンスの取り組みを横断的
に統括することとし、同本部を中心に役職員教育等を行う。内部監査室は、経営管理本部
と連携のうえ、コンプライアンスの状況を監査する。これらの活動は定期的に取締役会及
び監査役に報告されるものとする。

ロ．当社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、外部の
専門家と連携して、毅然とした姿勢で組織的かつ法的に対応し、一切の関係を持たない。
また、不当・不法な要求には応じず、利益供与は行わない。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役は、文書取扱規程に従い、取締役の職務執行または取締役が使用人を用いて職務執行
する場合の使用人の行為に係る情報を文書または電磁的媒体（以下、文書等という。）に記録
し、保存する。取締役、監査役及び内部監査室は、文書取扱規程により、これらの文書等を閲
覧できるものとする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　コンプライアンスならびに情報セキュリティに係るリスクについては、規則・ガイドライン
の制定、研修の実施等を行うものとし、組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応は法務部
及び情報セキュリティ室が行うものとする。新たに生じた重要なリスクについては、取締役会
において速やかに対応責任者となる取締役を定めるものとする。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会は、取締役・使用人が共有する全社的な目標を定め、業務担当取締役はその目標達
成のために各部門の具体的目標及び会社の権限分配・意思決定ルールに基づく権限分配を含め
た効率的な達成の方法を定め、ＩＴを活用して取締役会が定期的に進捗状況をレビューして、
改善を促すことを内容とする、全社的な業務効率化を実現するシステムを構築するものとする。

－ 4 －
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⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．当社は、グループ各社に役職員等を派遣し、当社の役職員等がグループ各社の取締役等に

就くことにより、当社がグループ各社の業務の適正を監視し、また職務執行の効率性に関
する課題を把握して改善できる体制を確立する。また、グループ各社の事業に関して責任
を負う取締役を任命し、法令遵守体制、リスク管理体制を構築する権限と責任を与え、当
社のグループ各社の管理を担当する部門はこれらを横断的に推進し、管理するものとする。
当社は、グループ各社の経営については、その自主性を尊重しつつ、グループ各社から事
業内容の定期的な報告を受け、またグループ各社の重要案件について事前協議を行うもの
とする。

ロ．当社の内部監査室が定期的にグループ各社の内部監査を実施し、監査の結果を当社の代表
取締役社長及び監査役に報告する体制を確立する。

ハ．当社は、グループ各社において法令及び社内規程に違反またはその懸念がある事象が発生
あるいは発覚した場合、速やかに当社のグループ各社の管理を担当する部門に報告する体
制を確立する。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項ならびにその使用人の取締役からの独立性及びその使用人に対する指示の実効性の確保
に関する事項

　監査役は、内部監査室所属の使用人に監査業務に必要な事項を命令することができるものと
し、監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人はその命令に関して、取締役の指揮命令
を受けないものとする。
　なお、監査役が要請を行った時は、代表取締役社長との間で意見交換を行い、必要に応じて、
監査役の業務補助のため監査役専任スタッフを置くものとする。代表取締役社長は、その人事
異動及び考課について、事前に監査役との間で意見交換を行い、監査役の了承を得るものとす
る。

⑦　取締役及び使用人等ならびに子会社の取締役、監査役及び使用人等が当社の監査役に報告を
するための体制その他の監査役への報告に関する体制

　当社は、当社の取締役及び使用人等ならびにグループ各社の取締役、監査役及び使用人等が、
直接または内部通報制度等を用いて間接的に、当社の監査役に対して、法定の事項に加え、当
社及び当社グループに重大な影響を及ぼす事項、コンプライアンスの状況について、可及的速
やかに報告する体制を確立するものとする。報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）
については、監査役との協議により決定するものとする。

－ 5 －
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⑧　前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないことを確
保するための体制
　当社は、グループ全役職員が内部通報制度その他の手続を通じて前号の報告をしたことを理
由に、当該報告者が不利益な取扱いを受けることを禁止する。

⑨　監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役がその職務の執行について生じる費用の前払い等の請求をした時は、当該監査役の職
務執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに処理するものとする。

⑩　その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、内部監査室より随時内部監査報告を受け、また監査法人と適宜協議をするものと
し、必要に応じて取締役と意見交換を行うものとする。

－ 6 －
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、次のとおりであり
ます。

①　内部統制システム全般
　取締役会を17回開催し、事業計画の進捗状況確認及び重要な意思決定等において、社外取締
役及び社外監査役を交えた活発な議論を行いました。また、取締役会で決定した方針に基づき、
効果的な職務執行を実現するため、各事業部から経営上重要な情報を正確かつ迅速に収集した
うえ、経営会議を毎週開催し、業務執行に関して十分な議論を行いました。
　取締役の業務執行の役割をより明確にするため、2019年７月１日より執行役員制度を雇用
型と委任型の併用に変更し、業務執行取締役は執行役員との兼務ができるようにいたしました。
また執行役員制度の変更に伴い、迅速な意思決定を図るため決裁権限を変更するとともに、会
社規模の拡大に伴い、執行機関の裁量を拡大いたしました。
　内部監査室は、当社及びグループ各社の内部監査を通じ、内部統制システム全般の制度・運
用状況のモニタリングを実施するとともに、必要に応じて適宜改善を図り、その結果を取締役
会及び各監査役へ報告いたしました。

②　コンプライアンス・リスク管理体制について
　グループ全役職員を対象に、情報セキュリティ・個人情報保護・インサイダー取引規制に関
する教育をそれぞれ実施いたしました。
　外部の有識者を含む情報セキュリティ委員会を２回開催し、当社及びグループ各社の情報セ
キュリティ対策について評価・提言がなされました。
　リスクマネジメント会議を隔週開催し、担当取締役は関連部署からリスク管理運営状況につ
いて報告を受け、その内容を取締役会と共有いたしました。

③　グループ各社の経営管理体制について
　取締役会及び経営会議において、グループ各社の経営状況が毎月報告され、事業計画の進捗
状況や経営課題等を確認し、議論を行いました。

④　監査役の監査体制について
　監査役会を７回開催し、各監査役は内部監査室、法務部、情報セキュリティ室、財務経理部
及び会計監査人から定期的に報告を受けて相互の連携を図るとともに、必要に応じて当社及び
グループ各社の役職員へ説明を求め、監査の実効性の向上を図りました。

－ 7 －
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項）
⒈　連結計算書類の作成基準

　当社及びその子会社（以下、当社グループ）の連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項
の規定により、国際会計基準（以下、IFRS）に準拠して作成しております。なお、連結計算書類
は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略しております。

⒉　連結の範囲に関する事項
　　連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　　　９社
主要な連結子会社の名称

フォートラベル㈱
㈱カカクコム・インシュアランス
㈱エイガ・ドット・コム
㈱タイムデザイン
㈱webCG
Time Design International Pte. Ltd.
㈱LCL
㈱ガイエ
㈱エイガ・ドット・コム・オンデマンド

連結範囲の変更
Tabelog,Inc.は、当連結会計年度において清算したため連結の範囲から除外しております
が、清算までの期間に係る損益については、連結損益計算書に含めております。

⒊　持分法の適用に関する事項
持分法適用会社の数及び主要な持分法適用会社

持分法適用会社の数　　　３社
主要な持分法適用会社の名称

CATAPULT VENTURES PTE. LTD.
LOVEBONITO HOLDINGS PTE. LTD.
TABSQUARE PTE. LTD.

⒋　連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

－ 8 －
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⒌　重要な会計方針に関する事項
⑴　金融商品の評価基準及び評価方法

①　金融資産
（ⅰ）当初認識及び測定

　金融資産はその当初認識時に、償却原価で測定する金融資産、その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産、または純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類し
ております。当社グループでは、償却原価で測定する金融資産については、発生日に当初認
識しており、それ以外の金融資産については当該金融商品の契約当事者となった取引日に当
初認識しております。
(a）償却原価で測定する金融資産

　以下の条件がともに満たされる金融資産を償却原価で測定する金融資産に分類してお
ります。
・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モ

デルに基づいて、資産が保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシ

ュ・フローが特定の日に生じる。
(b）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産

　公正価値で測定される負債性金融資産のうち、以下の条件がともに満たされる場合に
は、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しております。
・契約上のキャッシュ・フローを回収するため、及び売却するために資産を保有すること

を目的とする事業モデルに基づいて、資産が保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシ

ュ・フローが特定の日に生じる。
(c）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産

　公正価値で測定される資本性金融資産のうち、売買目的ではない資本性金融商品への投
資については、当初認識時に、その公正価値の事後的な変動をその他の包括利益に表示す
るという取消不能な選択を行うことが認められており、当社グループでは金融商品ごとに
当該指定を行っております。
(d）純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

　上記の償却原価で測定する金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負
債性金融商品、及びその他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品以外の
金融資産については、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しております。
　当該公正価値にその取得に直接起因する取引コストを加算して測定しております。純
損益を通じて公正価値で測定する金融資産については、その取得に直接起因する取引コス
トは、発生時に純損益で認識しております。
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（ⅱ）事後測定
　金融資産の当初認識後は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。
(a）償却原価で測定する金融資産

　償却原価で測定する金融資産は、実効金利法に基づく償却原価で測定しております。
(b）その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産は、公正価値で測定し、その事
後的な変動をその他の包括利益として認識しております。その他の包括利益として認識
した金額は、認識を中止した場合、負債性金融資産は純損益に、資本性金融資産は利益剰
余金に振り替えております。なお、配当金については純損益として認識しております。
(c）純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、公正価値で測定し、その事後的な変動
を純損益として認識しております。また、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に
係る利得または損失は、純損益に認識しております。

（ⅲ）金融資産の減損
　当社グループは、償却原価で測定する金融資産について、報告日ごとに予想信用損失を見
積り、予想信用損失に対して貸倒引当金を計上しております。
　当社グループは、各報告日において、金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく
増大したかどうかを評価しております。
　当初認識後は、金融資産に係る信用リスクが著しく増加していない場合には、当該金融資
産に係る貸倒引当金を12ヶ月の予想信用損失に等しい金額で測定しております。一方で、
金融資産に係る信用リスクが著しく増大している場合には、当該金融資産に係る貸倒引当金
を全期間の予想信用損失に等しい金額で測定しております。
　ただし、重要な金融要素を含んでいない営業債権等については、常に貸倒引当金を全期間
の予想信用損失と同額で測定しております。
　金融商品の予想信用損失は、以下のものを反映する方法で見積っております。
(a）一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額
(b）貨幣の時間価値
(c）過去の事象、現在の状況及び将来の経済状況の予測についての、報告日において過大

なコストや労力をかけずに利用可能な合理的で裏付け可能な情報
　当該測定に係る金額は、純損益に認識しております。また、決算日現在で認識が要求され
る貸倒引当金の金額に修正するために必要となる予想信用損失（または戻入）の金額を、減
損利得または減損損失として純損益に認識しております。
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（ⅳ）認識の中止
　金融資産は、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、
または金融資産のキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡し、当該金融資産の所
有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてが移転している場合において、認識を中止して
おります。

②　金融負債
（ⅰ）当初認識及び測定

　金融負債はその当初認識時に、償却原価で測定する金融負債及び純損益を通じて公正価値
で測定する金融負債に分類しております。当社グループでは、償却原価で測定する金融負債
については、発行日に当初認識しており、それ以外の金融負債については、当該金融商品の
契約当事者となった取引日に当初認識しております。
(a）償却原価で測定する金融負債

　純損益を通じて公正価値で測定する金融負債以外の金融負債は、償却原価で測定する金
融負債に分類しております。償却原価で測定する金融負債は、当初認識時に公正価値から
その発行に直接起因する取引コストを減算して測定しております。
(b）純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

　純損益を通じて公正価値で測定する金融負債は、当初認識時に公正価値により測定して
おります。

（ⅱ）事後測定
(a）償却原価で測定する金融負債

　当初認識後は実効金利法に基づく償却原価で測定しております。
(b）純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

　当初認識後は公正価値で測定し、その事後的な変動を純損益として認識しております。
（ⅲ）認識の中止

　金融負債は、金融負債が消滅した時、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消し
または失効となった時に認識を中止しております。

③　金融資産と金融負債の相殺
　金融資産と金融負債は、認識した金額を相殺する法的に強制力のある権利を有しており、
かつ、純額で決済するか、または資産の実現と負債の決済を同時に実行する意図を有してい
る場合に、相殺して純額で表示しております。

－ 11 －

連結注記表



2020/05/22 10:43:51 / 19596296_株式会社カカクコム_招集通知（Ｆ）

⑵　有形固定資産の減価償却方法
　有形固定資産については、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で
測定しております。
　取得原価には資産の取得に直接関連するコスト、資産の解体及び除去費用、並びに原状回復
費用の当初見積額が含まれております。当初認識後の測定モデルとして原価モデルを採用して
おります。
　土地、建設仮勘定以外の有形固定資産は、使用が可能となった時点から、それぞれの見積耐
用年数にわたって主として定額法で減価償却しております。主要な有形固定資産の見積耐用年
数は、以下のとおりであります。

建物　　　　：８～15年
器具及び備品：４～５年

　なお、減価償却方法、残存価額及び見積耐用年数は、決算日に見直し、変更が必要となった
場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。

⑶　無形資産（のれんを除く）の償却方法
　無形資産については、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で測定し
ております。
　個別に取得した無形資産の取得原価は、資産の取得に直接起因するコストを含めて測定して
おります。企業結合により取得した無形資産の取得原価は、取得日の公正価値で測定しており
ます。
　当初認識後の測定モデルとして原価モデルを採用しております。
　開発活動による支出については、信頼性をもって測定可能で、技術的かつ商業的に実現可能
であり、将来的に経済的便益を得られる可能性が高く、当社グループが開発を完成させ、当該
資産を使用または販売する意図及びそのための十分な資質を有している場合にのみ、上記の認
識条件のすべてを初めて満たした日から開発完了までに発生したコストの合計額を無形資産と
して資産計上しております。
　内部利用を目的としたソフトウェアの取得及び開発コストは、将来の経済的便益の流入が期
待される場合には無形資産に計上しております。
　耐用年数を確定できる無形資産はそれぞれの見積耐用年数にわたり、定額法で償却しており
ます。主要な無形資産の見積耐用年数は、以下のとおりであります。

・ソフトウェア：３～５年
・ドメイン名　：８年

　なお、償却方法、残存価額及び見積耐用年数は、決算日に見直し、変更が必要となった場合
は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。
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⑷　リース
　当社グループは、契約の締結時に契約がリースであるか又はリースを含んでいるかを判定し
ております。契約が特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換に移
転する場合には、当該契約はリースであるか又はリースを含んでいると判定しております。
　契約がリースであるか又はリースを含んでいると判定した場合、リース開始日に使用権資産
及びリース負債を認識しております。リース負債は未払リース料総額の現在価値で測定し、使
用権資産は、リース負債の当初測定の金額に、開始日以前に支払ったリース料等、借手に発生
した当初直接コスト及びリースの契約条件で要求されている原状回復義務等のコストを
調整した取得原価で測定しております。
　当初認識後は、使用権資産は耐用年数とリース期間のいずれか短い年数にわたって、定額法
で減価償却を行っております。
　リース料は、利息法に基づき金融費用とリース負債の返済額に配分し、金融費用は連結損益
計算書において認識しております。
　ただし、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及び原資産が少額のリースについては、使用
権資産及びリース負債を認識せず、リース料をリース期間にわたって、定額法又は他の規則的
な基礎のいずれかにより費用として認識しております。

⑸　のれんに関する事項
　支払対価の公正価値、被取得企業の非支配持分の金額及び段階取得の場合には取得企業が以
前より保有していた被取得企業の支配獲得日の公正価値の合計が、取得日における識別可能資
産及び引受負債の正味価額を上回る場合に、その超過額をのれんとして認識しております。
　のれんは償却を行わず、取得原価から減損損失累計額を控除した価額で計上しております。
　また、のれんは企業結合のシナジーから便益を得ると見込まれる資金生成単位または資金生成
単位グループに配分し、連結会計年度末までに最低年に一度または減損の兆候がある場合にはそ
の都度、減損テストを実施しております。のれんの減損損失は純損益として認識し、その後の戻
入れは行っておりません。
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⑹　非金融資産の減損
　繰延税金資産を除く非金融資産については、決算日において、資産が減損している可能性を
示す兆候があるか否かを評価しております。
　減損の兆候が存在する場合には減損テストを実施し、個別の資産または資金生成単位ごとの
回収可能価額を測定しております。なお、のれん及び耐用年数を確定できない、またはまだ使
用可能でない無形資産は償却を行わず、決算日にまたは減損の兆候が存在する場合にはその都
度、減損テストを実施しております。
　当社グループの全社資産は、独立したキャッシュ・インフローを生成しないため、個別の全
社資産の回収可能価額は算定できません。全社資産に減損の兆候がある場合、全社資産が帰属
する資金生成単位または資金生成単位グループの回収可能価額を見積っております。
　資産または資金生成単位の回収可能価額は、処分費用控除後の公正価値と、適切な利率で割
り引かれた当該資産の継続的使用及び最終的な処分から発生すると見込まれる将来キャッシ
ュ・フローの見積りによって測定される使用価値のいずれか高い金額を用いております。
　個別の資産または資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を上回る場合には純損益にて減損
損失を認識し、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。資金生成単位に関
連して認識した減損損失は、まずその単位に配分されたのれんの帳簿価額を減額するように配
分し、次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額を比例的に減額しております。
　のれんに係る減損損失は、戻入れを行っておりません。のれん以外の非金融資産に係る減損
損失は、減損損失がもはや存在しないかまたは減少している可能性を示す兆候が存在する場合
に当該資産の回収可能価額を見積もっており、回収可能価額が減損処理後の帳簿価額を上回っ
た場合には減損損失の戻入れを行っております。なお、減損損失の戻入れは過去の期間におい
て当該資産に認識した減損損失がなかった場合の帳簿価額を超えない範囲内で純損益にて認識
しております。
　なお、持分法適用会社に対する投資の帳簿価額の一部を構成するのれんは区分して認識してい
ないため、個別に減損テストを実施しておりません。代わりに、持分法適用会社に対する投資の
総額を単一の資産として減損の兆候を判定し、減損テストを行っております。
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⑺　重要な引当金の計上基準
　引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが現在の法的債務または推定的債務を有
し、その債務を決済するために経済的便益を有する資源の流出の可能性が高く、かつその資源
の流出の金額について信頼できる見積りができる場合に認識しております。
　貨幣の時間的価値の影響が重要な場合には、当該引当金は負債の決済に必要と予想される支
出額の現在価値で測定しております。現在価値は、貨幣の時間的価値とその負債に特有なリス
クを反映した税引前割引率を用いて計算しております。時間の経過による影響を反映した引当
金の増加額は、金融費用として認識しております。

　資産除去債務については、資産の解体・除去費用、原状回復費用、並びに資産を使用した結
果生じる支出に関して引当金を認識するとともに、当該資産の取得原価に加算しております。
将来の見積コスト及び適用された割引率は毎期見直され、修正が必要と判断された場合は当該
資産の帳簿価額に加算または控除し、会計上の見積りの変更として処理しております。

⑻　従業員給付
①　退職後給付

　当社グループは、従業員の退職後給付制度として確定拠出制度を採用しております。確定
拠出制度については、確定拠出制度に支払うべき拠出額を、従業員が関連する勤務を提供し
た時に費用として認識しております。

②　その他の従業員給付
　短期従業員給付については、割引計算を行わず、関連するサービスが提供された時点で費
用として認識しております。
　賞与については、それらを支払う現在の法的もしくは推定的な債務を有し、信頼性のある
見積りが可能な場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積られる金額を負債として
認識しております。
　有給休暇については、累積型有給休暇制度に係る法的債務または推定的債務を有し、信頼性
のある見積りが可能な場合に、それらの制度に基づいて見積られる金額を負債として認識して
おります。
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⑼　収益の計上基準
顧客との契約について、以下の５ステップを適用することにより収益を認識しております

（IFRS第９号に基づく利息及び配当収益、IAS第17号に基づく受取リース料等を除く）。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。
ステップ５：履行義務の充足時に（または充足するにつれて）収益を認識する。

　当社グループにおける主要な収益は、サービスの提供により受領する対価の公正価値から、売
上関連の税金を控除した金額で測定しております。収益は、その金額を信頼性をもって測定で
き、その取引に関する経済的便益が当社グループに流入する可能性が高く、その取引の進捗度を
報告期間の末日において信頼性をもって測定でき、その取引に関して発生する費用を信頼性をも
って測定可能な場合に認識しております。収益の主要な区分におけるそれぞれの収益認識基準
は、以下のとおりであります。

（インターネット・メディア事業）
① 価格.com業務

運営サイト『価格.com』等において、掲載店舗からの手数料収入、金融サービス、通信事
業者等の各種サービスを提供する事業者からの手数料収入、メーカー等からの広告収入を得
ております。

掲載店舗からの手数料収入は、ウェブサイト閲覧者が掲載店舗のバナーをクリックした時
点、または掲載店舗において商品を購入した時点で履行義務が充足されるため、当該時点で
収益を認識しております。

金融サービス、通信事業者等の各種サービスを提供する事業者からの手数料収入は、ウェ
ブサイト閲覧者が見積もり・資料請求を申し込んだ時点や契約を締結した時点等で履行義務
が充足されるため、当該時点で収益を認識しております。

メーカー等からの広告収入は、『価格.com』を媒体とするディスプレイ広告、タイアッ
プ広告、ネットワーク広告等であり、掲載期間、表示、クリック数に応じて履行義務が充足
されるため、当該期間・時点で収益を認識しております。

② 食べログ業務
運営サイト『食べログ』において、契約店舗からの広告収入、個人利用者からの手数料収

入、メーカー等からの広告収入を得ております。
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契約店舗からの手数料収入は、契約店舗より得られる毎月の利用料金やオンライン予約に
応じた料金等であり、掲載期間、オンライン予約に応じて履行義務が充足されるため、当該
期間・時点で収益として認識しております。

個人利用者からの手数料収入は、有料会員から得られる毎月の利用料金であり、高度な検
索機能等のサービス提供に応じて履行義務が充足されるため、当該期間で収益を認識してお
ります。
　メーカー等からの広告収入は、『食べログ』を媒体とするディスプレイ広告、タイアップ
広告、ネットワーク広告等であり、掲載期間、表示、クリック数に応じて履行義務が充足さ
れるため、当該期間・時点で収益を認識しております。

③ 新興メディア・ソリューション業務
運営サイト『スマイティ』『キナリノ』『求人ボックス』及び連結子会社㈱LCL運営サイト

『夜行バス比較なび』、連結子会社フォートラベル㈱運営サイト『フォートラベル』、連結
子会社㈱タイムデザインが運営しているダイナミックパッケージ事業等により、広告収入及
び手数料収入を得ております。
　これらのサービスは、契約等に基づき、履行義務が充足される期間・時点で収益を認識し

ております。

（ファイナンス事業）
保険代理店業務

連結子会社㈱カカクコム・インシュアランスにおいて、生命保険、損害保険等の保険代理店
業務による手数料収入を得ております。
　当該手数料収入は、サービス提供期間に応じて履行義務が充足されるため、当該期間で収
益を認識しております。

⑽　外貨換算
①　外貨建取引

　外貨建取引、すなわち各企業の機能通貨以外の通貨での取引は、取引日における為替レー
トまたはそれに近似するレートにより機能通貨に換算しております。外貨建貨幣性資産及び
負債は、連結決算日の為替レートにより機能通貨に換算し、換算差額は、純損益として認識
しております。
　また、取得原価により測定されている外貨建非貨幣性項目は、取引日の為替レートを使用
して換算しております。
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②　在外営業活動体
　在外営業活動体の資産及び負債は、連結決算日時点の為替レートで、収益及び費用は、当
該期間中の為替レートが著しく変動していない限り、期中平均為替レートで表示通貨に換算
しております。この結果生じる換算差額は、その他の包括利益で認識しております。
　なお、在外営業活動体の持分全体の処分や支配の喪失を伴う持分の一部の処分が発生した場
合、処分した期に対応する累積換算差額をその他の包括利益から純損益に振り替えておりま
す。

⒍　会計方針の変更
当社グループの連結計算書類において適用する重要な会計方針は、以下を除き、前連結会計年度に係

る連結計算書類において適用した会計方針と同一であります。
なお、当連結会計年度の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を基に算定しております。
当社グループは、当連結会計年度より、以下の基準を適用しております。

IFRS 新設・改訂の概要

IFRS第16号 リース リースに関する会計処理の改訂

　当社グループは、IFRS第16号「リース」（2016年１月公表、以下「IFRS第16号」という。）
を当連結会計年度から適用しております。
　当社グループでは、経過措置に従ってIFRS第16号を遡及適用し、適用開始の累積的影響を当
連結会計年度の利益剰余金期首残高の修正として認識しております。IFRS第16号への移行に
際し、契約にリースが含まれているか否かについては、IFRS第16号C3項の実務上の便法を選択
し、IAS第17号「リース」（以下「IAS第17号」という。）及びIFRIC第４号「契約にリースが
含まれているか否かの判断」のもとでの判断を引き継いでおります。
　当社グループは、過去にIAS第17号を適用してオペレーティング・リースに分類したリース
について、IFRS第16号の適用開始日に、リース負債を認識しております。当該リース負債は、
残存リース料を適用開始日現在の借手の追加借入利子率を用いて割り引いた現在価値で測定し
ております。適用開始日現在の連結財政状態計算書に認識されているリース負債に適用してい
る借手の追加借入利子率の加重平均は、0.5％であります。
　前連結会計年度末現在でIAS第17号を適用して開示したオペレーティング・リース契約と連
結財政状態計算書に認識した適用開始日現在のリース負債の調整表は以下のとおりであります。
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（単位：百万円）
金額

2019年３月31日現在で開示したオペレーティング・リース契約 773
2019年３月31日現在で開示したオペレーティング・リース契約（追加借入
利子率で割引後） 771

ファイナンス・リース負債（2019年３月31日現在） 14

解約可能オペレーティング・リース契約 613

2019年４月１日現在のリース負債 1,398

　IFRS第16号の適用により、従前の会計基準を適用した場合と比べて、当連結会計年度の期首において、
利益剰余金が３百万円減少しております。
　なお、当社グループは、IFRS第16号を適用するにあたり、以下の実務上の便法を使用しております。
　・特性が合理的に類似したリースのポートフォリオに単一の割引率を適用
　・適用開始日から12ヶ月以内にリース期間が終了するリースについて、短期リースと同じ方法で会計処
　理
　・延長又は解約オプションが含まれている契約について、リース期間を算定する際などに、事後的判断
　を使用

（連結財政状態計算書に関する注記）
⒈　資産から直接控除した貸倒引当金

　　営業債権及びその他の債権 39百万円
　　その他の金融資産 11百万円

⒉　当社グループは運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しており
ます。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越限度額の総額 4,100百万円
借入実行残高 400百万円
差引額 3,700百万円

⒊　有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額　　2,029百万円

⒋　使用権資産の償却累計額 738百万円
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（連結損益計算書に関する注記）
⒈　その他の収益の内容

自動販売機収入 8百万円
解約清算金 8百万円
その他 16百万円

合計 32百万円

⒉　その他の費用の内容
子会社清算損 79百万円
その他 15百万円

合計 94百万円

（連結持分変動計算書に関する注記）
⒈　当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度
期末株式数(株)

発行済株式

普通株式 (注)1 209,505,000 － 2,800,000 206,705,000

合計 209,505,000 － 2,800,000 206,705,000

自己株式

普通株式 (注)2,3 872,058 2,856,500 2,892,000 836,558

合計 872,058 2,856,500 2,892,000 836,558
（注）⒈　普通株式の発行済株式の減少は、自己株式の消却によるものであります。

⒉　普通株式の自己株式の増加は、自己株式の買付によるものであります。
⒊　普通株式の自己株式の減少は、保有自己株式の消却による減少2,800,000株、ストックオプション行

使による減少92,000株によるものであります。
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⒉　剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額

決　議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2019年６月18日
定 時 株 主 総 会 普通株式 3,755 18 2019年３月31日 2019年６月19日

2019年11月６日
取 締 役 会 普通株式 4,174 20 2019年９月30日 2019年12月２日

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
決　議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2 0 2 0 年 ６ 月 1 8 日
定 時 株 主 総 会
( 決 議 予 定 )

普通株式 利益剰余金 4,117 20 2020年３月31日 2020年６月19日

⒊　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く)の
目的となる株式の種類及び数

　　普通株式　105,000株

（金融商品に関する注記）
⒈　金融商品の状況に関する事項

⑴　資本管理
　当社グループの資本管理は、当社グループの持続的な成長と企業価値増大を実現するため、事
業発展に充分な資金を確保できる堅固な財務体質維持と効率的な資本構成の両立を方針としてお
ります。

⑵財務上のリスク管理
　当社グループは、事業活動を行う過程において、常に信用リスク、流動性リスク、市場リスク
（株価変動リスク）等の様々な財務上のリスクに晒されております。これらの財務上のリスクを
軽減するために、リスク管理を行っております。リスク管理にあたっては、リスク発生要因の根
本からの発生を防止することでリスクを回避し、回避できないリスクについてはその低減を図る
ようにしております。なお、デリバティブ取引については利用しておりません。
①　信用リスク

　当社グループは、営業債権及びその他の債権及びその他の金融資産について、信用リスクに
晒されております。
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(a) 営業債権及びその他の債権
当社は、債権保全基準に従い、営業債権である受取手形及び売掛金について、管理部署が主

要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するととも
に、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握に努め、信用リスクの軽減を図っておりま
す。連結子会社についても、当社の債権保全基準に準じて、同様の管理を行っております。

(b) 敷金・保証金
当社グループは賃貸借契約に基づく賃借を行っており、敷金・保証金について、取引開始時

に信用判定を行うとともに、契約更新時その他適宜契約先の信用状況の把握に努めておりま
す。

当社グループでは、主に営業債権等の償却原価で測定される金融資産について、回収可能性や
信用リスクの著しい増加等を考慮のうえ、将来の予想信用損失を測定し、貸倒引当金を計上して
おります。信用リスクが著しく増加しているか否かは、債務不履行発生リスクの変動に基づいて
判断しており、その判断にあたっては、取引先の経営成績の悪化、期日経過情報等を考慮してお
ります。

当社グループにとって、特に重要な金融資産である営業債権における貸倒引当金は、全期間の
予想信用損失を集合的に測定しておりますが、期待将来キャッシュ・フローに不利な影響を与え
る以下のような事象等が発生した場合は、信用減損している金融資産として個別債権ごとに予想
信用損失を測定しております。

・取引先の深刻な財政困難
・債権の回収不能や、再三の督促に対しての回収遅延
・取引先が破産やその他財政再建が必要な状態に陥る可能性の増加
なお、当社グループは、特定の相手先またはその相手先が所属するグループについて、過度に
集中した信用リスクを負っておりません。

②　流動性リスク
当社グループが現金またはその他の金融資産により決済する金融負債に関連する債務を履行

するにあたり、支払期日にその支払を実行できなくなる流動性リスクに晒されております。
　当社グループは各部署からの報告に基づき財務部署が適時に資金繰計画を作成・更新すると
ともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。また、当社グループ
は金融機関との間で総額4,100百万円の当座借越契約を締結し、流動性リスクの低減を図って
おります。
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　　③　株価変動リスク
当社グループは、資本性金融商品から生じる価格変動リスクに晒されております。短期トレ

ーディング目的で保有する資本性金融商品はありません。
　資本性金融商品については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握しております。

当社グループは、主に取引関係の強化または事業上の関係強化のために株式を保有している
ため、株価変動リスクに晒されております。当社グループは、定期的に市場価格や発行体(取引
先企業)の財務状況等を把握し、リスク管理をしております。
　株式は、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に指定しており、株価変動
に対する損益への影響はなく、また、その他の包括利益への影響も軽微であります。

⒉　金融商品の公正価値等に関する事項
　2020年３月31日における帳簿価額と公正価値は、次のとおりであります。

帳簿価額（百万円） 公正価値（百万円）

償却原価で測定する金融資産
　その他の金融資産
　　敷金・保証金 1,357 1,316

合計 1,357 1,316
公正価値で測定される金融資産
　その他の金融資産
　　株式 412 412
　　出資金 1,596 1,596

合計 2,007 2,007
償却原価で測定する金融負債
　社債及び借入金
　　借入金 567 560

合計 567 560
（注）　金融商品の公正価値の算定方法は以下のとおりです。

敷金・保証金
償還予定時期を見積り、安全性の高い長期の債券の利回りで割り引いた現在価値により測定してお
ります。
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株式
上場株式の公正価値については、取引所の市場価格によって評価しております。非上場株式の公正
価値については、主として割引将来キャッシュ・フローに基づく評価技法等により測定しておりま
す。

出資金
出資金については、非上場投資事業組合への出資であり、組合財産の公正価値を見積もった上、当
該公正価値に対する持分相当額を投資事業組合等への出資金の公正価値として測定しております。

借入金
借入金は、将来キャッシュ・フローを満期までの期間及び信用リスクを加味した利率により割り引
いた現在価値により公正価値を測定しております。

（１株当たり情報に関する注記）
⒈　１株当たり親会社所有者帰属持分 　208円43銭
⒉　基本的１株当たり当期利益 88円25銭

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
⒈　資産の評価基準及び評価方法

有価証券
子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの………事業年度末日の市場価値等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………移動平均法による原価法
　なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金
融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）につ
いては、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近
の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によってお
ります。

⒉　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産………………定額法

主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物…………………… 8 ~15年
器具及び備品………… 4 ~ 5 年

無形固定資産………………自社利用のソフトウェアについて、社内における利用可能期間（３
～５年）における定額法を採用しております。

⒊　引当金の計上基準
貸倒引当金…………………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金…………………従業員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当事
業年度の負担すべき額を計上しております。

役員賞与引当金……………役員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当事業
年度の負担すべき額を計上しております。

⒋　収益及び費用の計上基準
広告売上の計上基準について
　広告主からの受注金額を売上高として計上し、広告代理店に支払う販売手数料を代理店手数
料として計上しております。

⒌　消費税等の処理方法
税抜方式によっております。

－ 25 －

個別注記表
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（貸借対照表に関する注記）
⒈　関係会社に対する金銭債権及び債務

短期金銭債権
長期金銭債権

277百万円
－百万円

短期金銭債務 21百万円
長期金銭債務 52百万円

⒉　有形固定資産の減価償却累計額 2,009百万円

⒊　当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。
これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越限度額の総額 3,000百万円
借入実行残高 －百万円
差引額 3,000百万円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

営業取引の取引高 3,129百万円
営業取引以外の取引高 14百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 836,558株

－ 26 －
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（税効果会計に関する注記）
　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 209百万円
賞与引当金 149百万円
子会社株式評価損 336百万円
一括償却資産 32百万円
ソフトウェア 332百万円
資産除去債務 110百万円
新株予約権 42百万円
その他 120百万円

繰延税金資産合計 1,335百万円
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 88百万円
その他 1百万円

繰延税金負債合計 89百万円
繰延税金資産の純額 1,245百万円

－ 27 －
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（関連当事者との取引に関する注記）
⒈　親会社及び法人主要株主等

　記載すべき重要なものはありません。

⒉　役員及び個人主要株主等
（単位：百万円）

属 性 会 社 等 の 名 称
ま た は 氏 名

議 決 権 等 の
所 有
(被所有)割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取引金額 科 目 期末残高

子会社
の役員 村 上 公 浩 － 当社子会社

取締役
ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝの
行使 16 － －

子会社
の役員 作 田 一 郎 （被所有）

直接0.18
当社子会社
取締役

ｽﾄｯｸｵﾌﾟｼｮﾝの
行使 11 － －

（注）取引条件及び取引条件の決定方針
会社法第236条、第238条及び第240条の規定及び2012年６月26日開催の定時株主総会に基づく2016年８月
17日開催の取締役会決議により付与されたストックオプションによる、当事業年度における権利行使を記載して
おります。なお取引金額は、当事業年度におけるストックオプションの権利行使による付与株式に払込金額を乗
じた金額を記載しております。

⒊　子会社等
　　記載すべき重要なものはありません。

⒋　兄弟会社等
　記載すべき重要なものはありません。

（１株当たり情報に関する注記）
⒈　１株当たり純資産額 200円17銭
⒉　１株当たり当期純利益 84円49銭

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。

－ 28 －
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